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本提言のエグゼクティブサマリー

• 明治期以降、科学技術を原動力に成長してきたわが国だが、近年は自国優先主義の台頭と技術覇権競争の激化、社会課題の
複雑化により「変革と複雑性の時代」にある。資源が限られるわが国にとって人材が生み出す「知」こそ最大の資産であり、
「答えのない問題」に挑み解決へ導く高度な専門知識や課題解決能力を持つ博士人材の育成と活躍が不可欠である。

• 一方で、博士号取得を目指す人材は減少し、新たな価値創出や持続可能な社会実現への大きな障壁となっている。博士人材
が社会の多様な場面で活躍し、魅力的なキャリアとなることは、わが国が国家戦略の中心に据えるべき重要な課題である。

• 本提言は、「活・博士人材」を社会の主役に据え、政府・大学・産業界が一体となり、わが国が科学技術人材立国として再
興するために早急に取り組むべき重要課題３つを解決する 12 施策を取りまとめた｡ （詳しくは別添の提言一覧表を参照）
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提言先 提言タイトル

政府 ① 科学技術長期ビジョンの宣言と政策強化

② 科学技術シンクタンク機能強化

③ 研究評価基準とプロセスの見直し

④ スタートアップを博士人材活躍の選択肢として確立

⑤ 国立研究開発法人活用による博士人材育成強化とポスドクキャリアアップ支援

大学 ① 企業版ふるさと納税などを積極的活用した収入源の多様化

② 文理融合型教育カリキュラム整備とスキル保証の仕組み構築

③ 産学官連携プラットフォーム活用と博士人材流動化促進

産業界 ① 社会課題解決やイノベーション創出に向けた博士人材の積極的採用

② 博士人材の育成支援制度（社会人ドクター・論文博士）活用の強化

③ 産学連携の中長期プロジェクト型インターンシップの拡充

④ 寄附政策を活用した博士人材育成への戦略的投資の強化

① 博士人材の
経済的不安
の解消

② 博士人材の
キャリアの
魅力向上

③ 産学官の
連携強化と
人材の流動
性向上

提言一覧早急に取り組むべき3つの重要課題

博士後期課程学生やポスドクが研究に専念で
きるよう、国費と民間資金を組み合わせた持
続的な生活費・研究費支援を確立し、海外と
遜色ない安定収入を保障する

処遇改善と多様なキャリアパスの提示が不可
欠。大学はトランスファラブルスキルを可視
化し、企業は専門性を評価した積極採用や社
内博士取得支援で活躍領域を拡大する

企業連携型プログラムや国研活用で在学中か
ら実務経験を積ませ、セクター間・海外との
往来を自在にする制度やスタートアップ支援
を拡充し、イノベーションを生む人材循環を
促進する



1．提言の検討の視点、ターゲット
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検討の
視点

提言のターゲット
（誰に向けた提言か）

日本が科学技術立国として再興し、社会課題解決と経済成長をリードするためには
人的資本である科学技術人材（特に博士人材）の育成・活躍が不可欠

科学技術人材（特に博士人材）育成・活躍のための課題の解決策を産学官にそれぞれ提言
計12個 （政府向け 5個、大学向け3個、産業界向け4個）

※科学技術人材 ＝ 科学技術に関わる全ての人材
※博士人材 ＝ 科学技術人材の中で博士号(Ph.D.)取得者

世界は急激なパラダイムチェンジの渦中にある

社会課題が複雑化・高度化、
解決には高度な専門知識・

探究力・創造力・解決力が必要

有識者との意見交換を通じて浮き彫りになった日本の現状

「解の無い問題」に挑み、解
決する人材（特に博士人材）
の育成・活躍に多くの課題

新たな価値創出や
持続可能な社会実現への

障壁が顕在化

日本の科学技術力と
国際競争力が低下

各国自力で安全保障・
産業競争力強化が急務

自国中心主義の台頭と
経済安全保障における
技術覇権競争の激化



2．現状と課題（1）日本の科学技術力の相対的沈下
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出所： Critical technology tracker: 

two decades of data show rewards of long-term research investment

https://www.aspistrategist.org.au/critical-technology-tracker-two-decade-

data-shows-rewards-of-long-term-research-investment/
出所： 文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2024」
https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2024/RM341_42.html

日本の研究の質の相対的低下日本の科学技術力の相対的低下

• 高被引用論文数（研究の質の指標）は日本は世界13位に
低下し、中国・米国が優位に立つ。

• 名目GDPで抜かれたドイツは5位と上位を維持

• 重要技術 64分野中、日本がTop5に入る分野数が激減
32分野 (2003-2007) ⇒ 8分野(2019-2023年)

• 中国の技術的台頭が目立つ (57分野で世界首位)

国・地域別論文数、Top10％補正論文数数：上位25か国・地域わが国が上位5か国入りした重要技術分野と順位



2．現状と課題（2）日本の博士人材育成・活躍の概況
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ポスドク

初等中等教育
高等教育

社会人

初等中等教育
学士
(4年)

修士
(2年)

博士
(3年)

580,550

3,725

63,334 6,940 1,500

52,8287,000 5,410432,790

出所： 経済同友会事務局作成

 国立研究開発法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター(CRDS) 「日本の科学技術・イノベーション政策の動向（２０２３年）」を参考に作成

高専

180,560

- 文理を早期に分断
- 文理の断絶が深い
- STEAM教育道半ば

863

1,621

諸外国

320

- 留学費用負担が大きく、希望者が少数
- 海外経験・ネットワークを持つ人材不足
- 留学生率が海外に比べて低い

民間企業・行政機関

428 2,518

大学 - ポスト不足
- 処遇不足
- 寄付文化が定着していない

- 学士・修士採用が大半
- 博士人材のスキルがアンマッチ
- 博士人材の待遇要改善

-徒弟制度
-スキル保証無し
-経済的不安
-研究に集中できない

- 博士人材の将来性不安
- 博士人材のキャリア限定的
- 早期に経済的自立を望む
- 博士は費用対効果が悪い印象

6,100

1,360

- 処遇不足（待遇・キャリア）
- 民間企業とのマッチング不足
- 研究資金不足
- キャリア選択肢が限定的

71

※数字は2022年度の移動人数

2,961

18 22 24 27年齢



2．現状と課題（3）博士人材の減少と経済的負担
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出所： 文部科学省 「博士人材活躍プラン」（令和６年３月２６日）

博士課程進学ではなく就職を選んだ理由博士号取得者数 諸外国との比較

博士課程進学者は過去20年で2割減少、100
万人あたりの博士号取得者数は123名(2021
年度)と、米英独韓と比較して1/3。

博士課程学生の経済支援が限定的で、約6～7割が自己負担（欧米は
給与支給が一般的）。博士号取得の経済的メリットやキャリアの将来
性が不透明で、学生が進学を躊躇。

出所： 文部科学省・経済産業省
「博⼠⼈材の⺠間企業における活躍促進に向けたガイドブック」



2．現状と課題（4）博士人材をとりまく日本の環境
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博士人材に対するキャリア不安
「任期付き雇用が続く中、将来像が描けない博士学生が多い」

• 博士修了後のキャリアパスが不透明、特に研究者として就職先は限定的
• ポスドクは任期付き雇用の連続で将来が見えず、進学の障壁。

日本で博士になることを選択されない実態 日本で博士人材が活躍できない背景

博士人材の海外との格差
• 米・独・仏・中などでは、博士号が政策・ビジネス・技術分野で活躍する

高度専門職やリーダーの前提資格的
• 博士人材の待遇・社会的ステータスも相対的に高い
• 博士課程授業料自己負担少なく、給与受取りながら研究できる国もある

博士人材の社会的認知と評価の劣化
「親や指導者が日本で博士を目指すことを否定的に捉えている」

• 日本では博士号が“就職に不利”という認識
• 博士はアカデミアでのみ通用という狭いイメージ
• 親・関係者が、学士卒・修士卒の民間就職を推奨する傾向

博士人材のキャリアパス支援の欠如
「キャリア支援のない博士課程は未来が読めない博打のようだ」

• 博士号取得後就職率約7割、アカデミックポスト狭き門（採用率1%～）
（うち 約6割は 大学等及び公的研究機関、約3割が 民間企業）

• 官公庁の専門職や海外留学など、多様なキャリア進路橋渡し制度の不足
• 博士人材のスタートアップ起業の資金やビジネスリテラシーが不足

博士人材の処遇の低さ
• 海外主要国では年収1000万円超もある。日本は300～500万円程度
• 非正規雇用や1～3年の任期付き雇用のため、安定的な収入確保が困難
• 民間企業雇用が限定的、博士卒と修士卒の月額給与差２万円程度
• 大学・研究機関では事務処理やサポートで、さらに研究に集中できない
• 競争的資金に採択されないと研究の継続自体が困難（採択率20～30%）

博士学生に対する限定的な経済支援
• 優秀な博士後期課程学生向けの支援制度（290万円/年）は限定的博士課

程在籍者約75,000人に対し、支援対象30%（約22,500人）
•  経済支援の採択率約20％。支援額の前提は生活費相当(180万円以上）
※修士卒の国家公務員初任給 400万円強/年

博士人材の費用対効果の低さ
「博士卒はコストパフォーマンスが悪いイメージがある」

• 修士卒の民間就職に比べ、博士進学は「就職遅れ」で生涯賃金で劣る懸念
• 博士学生の経済支援制度は選抜制



大学

2．現状と課題（5）日本の博士人材育成・活躍の目指す姿
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初等中等教育
高等教育

社会人

18 22 24 27年齢

ポスドク
初等中等教育

学士
(4年)

修士
(2年)

博士
(3年)

高専

諸外国

民間企業・行政機関

- 競争力のある処遇
- 経済的安定、研究に集中
- 十分な研究資金
- 民間企業共創によりマッチング
- キャリア選択肢が多様

博士人材の経済的不安の解消

博士人材のキャリアの魅力向上

産学官の連携強化と人材の流動性向上

-経済的不安無し
-スキル保証、企業就職率向上
-キャリア選択肢多様

- 文理融合教育
- 博士人材の将来性・処遇期待向上
- 経済的自立と博士課程受講を両立
- 博士後期課程進学増

- 人材多様性と流動性確保
- 寄付などで十分な資金確保
- 国際競争力のある研究環境・待遇実現

- 高度な専門性・スキルを持つ人材確保
- 人材マッチング向上
- 競争力のある博士人材処遇

- 留学希望者増加
- 海外とのネットワーク増加
- 海外の優秀な博士人材確保

出所： 経済同友会事務局作成



3．提言（1/4）一覧
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提言先 提言タイトル

政府 ① 科学技術長期ビジョンの宣言と政策強化

② 科学技術シンクタンク機能強化

③ 研究評価基準とプロセスの見直し

④ スタートアップを博士人材活躍の選択肢として確立

⑤ 国立研究開発法人活用による博士人材育成強化とポスドクキャリアアップ支援

大学 ① 企業版ふるさと納税などを積極的活用した収入源の多様化

② 文理融合型教育カリキュラム整備とスキル保証の仕組み構築

③ 産学官連携プラットフォーム活用と博士人材流動化促進

産業界 ① 社会課題解決やイノベーション創出に向けた博士人材の積極的採用

② 博士人材の育成支援制度（社会人ドクター・論文博士）活用の強化

③ 産学連携の中長期プロジェクト型インターンシップの拡充

④ 寄附政策を活用した博士人材育成への戦略的投資の強化



3．提言（2/4）政府への提言
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項目 提言

①科学技術長期ビジョンの
宣言と政策強化

• 目指す姿や重点分野を明確に示し、大学・産業界・地方自治体との連携を強化。
• 長期ビジョン・ロードマップは科学技術・イノベーション基本計画、具体的な施策・数値目標は年次計画で明示。
• 各省庁の施策の統合や予算編成の見直しにより、人材育成への予算拡大や、継続投資する制度を再編。

② 科学技術シンクタンク
機能強化

• SciREX事業 をはじめとした国際的な動向調査や先進事例を分析するシンクタンクを強化し、産学官横断の政策
立案・予算配分・人材育成のハブ化を推進。

• エビデンス収集・政策分析プラットフォームの拡充や、多様な人材の知見を最大限活用し、国際比較や最新動向
を基に、国の資源（予算や国立大学など）の最適配分と、長期的な科学技術力向上を支える政策の実現。
（基礎研究と応用研究のバランス確保）

③ 研究評価基準とプロセス
の見直しを実施

• 論文数・インパクトファクターに加え、学際研究、産学連携、社会実装の実績を評価する新たな基準を策定し、
政策の決定・評価に反映。

• 競争的資金や研究助成の審査で、学際的分野。産業界や地域社会への貢献を評価に反映する新ルールの適用。

④ スタートアップを博士人
材活躍の選択肢として確立

• スタートアップへの資金支援を拡充し、ディープテック分野を重点支援。
• 研究成果を基にスタートアップを起業する研究者に対して、ベンチャーキャピタルや金融機関と連携して資金流

入を拡充。
• 企業からのスピンオフやカーブアウト支援の仕組みにより、博士人材がスタートアップで活躍する選択肢確立。

⑤ 国研活用によるポスドク
キャリアアップ支援

• 国研を活用してポスドクを体系的に教育し、企業ニーズに適合したスキルを身につけるプログラムを全国に拡大。
(例：産業技術総合研究所イノベーションスクール )民間企業で博士人材が活躍しやすい環境を整備。

• 時限的に予算を増額し、1年間の実践研修＋企業共創型研究を行うプログラムを整備。年間数百名規模まで受け
入れ枠の拡大や、企業マッチングを強化し、博士人材のキャリアパス拡大を実現。



3．提言（3/4）大学への提言
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項目 提言

①企業版ふるさと納税など
を積極活用した収入源の
多様化

• 大学と自治体連携による企業版ふるさと納税対象の研究プロジェクト・人材育成プログラム構築。「企業版ふる
さと納税で支援する研究テーマ集」・メリット・事例ガイドブック作成・周知による地方創生と大学研究力強化
の連動、企業からの寄附促進。

• 寄附金の博士後期課程奨学金・若手研究者研究費への充当による大学研究環境の強化。

＜事例＞
信州大学×長野県 14市町村 地域が連携し高度人材の候補学生を支援  (出所: 企業版ふるさと納税活用事例集 )

② 文理融合型教育
 カリキュラム整備と
 スキル保証の仕組み構築

• 社会課題解決力・新技術開発に求められる複合的思考力のための文理融合型教育カリキュラム拡大、AI・データ
サイエンス・リベラルアーツ横断新カリキュラム整備、博士後期課程での学際的研究の促進。

• 博士後期課程習得スキル保証仕組み導入によるマッチング・博士人材活用促進。産学連携によるスキル保証パイ
ロット事業を通じた企業が求める能力把握、スキル評価・証明モデルを開発。
 
＜事例＞

早稲田大学： 副専攻制度と全学的なAI・データサイエンス教育展開、広島大学：副専攻制度を博士課程に本格導入
13大学連携で学修スキルをルーブリックで評価・可視化する仕組みを導入

大阪大学： DWAA 学際融合・社会連携を指向した双翼型大学院教育システム

③ 産学官連携プラット
 フォーム活用と博士人材
 の活躍と流動化を促進

• 博士人材の活躍に向けた産学連携プラットフォーム(PEAKS など)と共に、博士人材が産学官・海外を双方向に行
き来できる仕組みを構築。

• 文部科学省・経済産業省 『博士人材の民間企業における活躍促進に向けたガイドブック 』 を活用し、博士人材
の産学官における活躍や人材流動の事例を、学生・保護者・教職員などに周知。博士人材の多様なキャリア可能
性への社会としての理解を促進。

• 共助資本主義の実現委員会に向けた大学連合 による連携で、社会課題解決のための産学官連携と施策実現に博士
人材の参加・活躍を促進。



3．提言（4/4）産業界への提言
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項目 提言

①社会課題解決や
イノベーション創出に
向けた博士人材の積極的
採用

• 企業による博士人材の採用基準見直し、能力・ポテンシャル評価に基づく社会課題解決・イノベーション創出の
ための積極採用、長期視点での未来への成長投資としての多様な領域での採用枠拡大。

• 「博士人材活用促進コンソーシアム」設置による複数企業間での採用実績・ノウハウ共有、説明会・インター
ン・奨学金・フェローシップ募集実施。（個別企業コスト負担軽減と博士人材との接点・採用機会増加）

②博士人材の育成支援制度
（社会人ドクター・
 論文博士）活用の強化

• 自社研究員の博士人材育成を戦略的投資と位置づけ、イノベーション創出力向上のため「社会人ドクター制度」
を活用した在職のまま博士後期課程への派遣、「論文博士制度」による博士号取得の推進。

• 博士人材育成制度の実効性確保のための業務時間内研究活動認可、学費補助、昇進・処遇評価、特別キャリアパ
ス構築などの社内制度整備。

＜事例＞
大阪大学×島津製作所「REACHラボプロジェクト」https://www.osaka-u.ac.jp/ja/news/topics/2021/7/0701）

③産学連携の中長期
プロジェクト型
インターンシップの拡充

• 博士後期課程学生・若手研究者の半年～一年の企業研究開発・事業創出参画中長期プロジェクト型インターン
シップ拡充、企業側の将来戦力早期見極め機会・大学側の人材育成と共同研究促進。

• 産学官コンソーシアム枠組み活用による学生の企業課題テーマ実践的研究・業務体験機会の増加。

＜事例＞
未来を拓く地方協奏プラットフォーム（HIRAKU）

④寄附施策を活用した
博士人材育成への
戦略的投資の強化

• 企業版ふるさと納税やトビタテ!留学JAPANなどの寄付施策活用による博士人材育成・活躍支援、将来の人材確
保、研究開発力や企業競争力強化の実現。

• 寄附先検索・企業戦略マッチング機能を持つ寄附促進共通基盤の産学官連携構築、寄附施策ガイダンス提供、効
果・事例登録機能組込みによる社会貢献アピール・継続的寄附文化醸成。



添付資料



（添付資料）文部科学省「博士人材活躍プラン」

• 文部科学省は2024年3月26日に、博士課程修了者（博士人材）の社会での活躍を促進するための総合的な施策「博
士人材活躍プラン」を発表。

• 大目標： 2040年における人口100万人当たりの博士号取得者数を世界トップレベル*に引き上げる
 ※100万人当たり300人以上。
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出所： 文部科学省 「博士人材活躍プラン」（令和６年３月２６日）



（添付資料）国の博士後期課程学生支援の概況と目標

• 「第 6 期科学技術・イノベーション基本計

画」では博士後期課程学生が受給する生活

費相当額は、年間 180 万円以上と定義。

2025年までに生活費相当額を受給する博士

後期課程学生を 22,500人 (全学生の３割) 

とすることを目指している.

• 令和3年度より文部科学省とJSTが主導で、

博士後期課程学生向けの支援事業 SPRING

（次世代研究者挑戦的研究プログラム）で、

290万円/円 （生活費（年180～240万円）

＋研究費（年約40～50万円））を給付。

大学ファンドの運用益200億円を活用。
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出所：内閣府
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